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要　　　約

　社会の高齢化が加速し，生物学的な寿命と健
康寿命の乖離がみられる現状において，健康寿
命の延伸を実現するためには，要介護の前段階
であるフレイルを予防することが重要である。
加齢に基礎疾患が加わることによってフレイル
へ移行しやすくなることが知られているが，な
かでも COPD（慢性閉塞性肺疾患）はフレイル
の合併リスクが高い疾患の一つである。COPD
は，中・高年者に多く，主に長年の喫煙習慣に
より発症する生活習慣病である。COPD患者に
おいてはその主症状である労作時の息切れによ
り身体活動性が低下することから，フレイルへ
と移行しやすく，最終的には要介護や死亡のリ
スクが増大する。そのため，健康寿命の延伸に
向けたフレイル予防の一環として COPDの適
切な診断・管理が求められている。しかしなが
ら，COPDの有病推定患者数と報告されている
総患者数には大きな乖離があり，未受診または
未診断で治療を受けていない患者が非常に多く

潜んでいると推測されている。この一因とし
て，一般市民による COPDの認知度が低いため
多くの潜在患者が医療機関に未受診のままであ
り，さらに受診した場合においても診断されず
適切な治療を受けていない例が多いことが考え
られる。今後は自治体を中心とした社会全体の
取組みとして，COPDの認知度向上を浸透させ
ることはもとより，COPD発症リスクが高い一
般市民の行動変容を促す積極的な受診勧奨が継
続的に実施されることやプライマリケア医によ
る積極的な診断と適切な介入が実施されるよ
う，自治体と医療機関がこれまで以上に連携を
強化することを期待したい。

Ⅰ　高齢化が加速する日本社会における 
COPD診療の現状と課題

 1 　加速する社会の高齢化を背景とした課題
　日本社会は現在，急速な高齢化に伴い多くの
課題に直面しており，その一つが健康寿命の延
伸である。日常生活に制限のない期間である健
康寿命は，平均寿命とともに延伸してはいるも
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のの，依然として平均寿命と乖離している1）。
　健康寿命を生物学的な寿命に近づけることが
望ましいが，要介護（要支援）認定者数は年々
増加する傾向にある。2018年度末の要介護（要
支援）認定者は 658万人で，そのうちの 34.5％
が重度（要介護 3～5）である2）。要介護状態と
なることは，自身の QOL（quality of life：生活
の質）を損なうだけではなく，介護のための離
職など介護者にも大きな負担を強いている3）。
　また，高齢化は医療経済にも大きな影を落と
している。75歳以上の高齢者の 1人あたりの医
療費は現役世代の約 4倍で，その財源の 8割以
上は公費と現役世代の支援金から賄われてい
る4）。このまま高齢者人口が増加すると現役世
代の負担がますます増大し，医療保険制度の維
持にも困難をきたす。
　以上の課題は，国全体として緊急に実施すべ
き対策として捉えられており，2016年に閣議決
定された「一億総活躍プラン」では，高齢者の
活躍の場を広げるとともに，予防に重点化した
医療制度改革などにより健康寿命の延伸を図る
ことが提言されている5）。健康寿命の延伸には，
要介護状態に至る生理的脆弱性の進行を回避す
ることが必須である。要介護状態に至るリスク
として，その前段階であるフレイルの関与が報
告されており6），基礎疾患の治療・管理だけで
なく，フレイルの予防・対策にも目を向ける必
要がある。
 2 　要介護の前段階であるフレイルへの移行リス
クの高い COPD

　フレイルとは，加齢とともに生活機能を支え
る体力や気力が低下した状態であり，ささいな
ストレスからそれに見合わない健康障害をきた
す危険性が高く，要介護状態に移行しやすい段
階として位置づけられる。一方で，早期発見・
対策により自立した状態に戻すことができる可
逆性があると考えられている7）。
　日本で実施された地域在住高齢者 5542人を
対象とした 3年間の縦断研究において，新規の
要介護リスクや死亡リスクは，健常者よりもフ
レイル群で有意に高かったことが報告されてい

る8）。近年，多くの生活習慣病がフレイルのリ
スク因子であることが明らかとなっている。
UKバイオバンクに登録された 493,737人の
データを利用したフレイルと多疾患罹患（multi-
morbidity）についての研究では，COPDは多発
性硬化症，慢性疲労症候群に次いで 3番目にフ
レイル合併頻度が高い疾患であることが示され
た9）。また，65歳以上の COPD外来患者 201人
を対象とした調査では，38％がフレイルであっ
た10）。一方，65歳以上の地域在住高齢者のフレ
イル頻度は，7.4～11.2％と報告されている11,12）。
　COPD患者におけるフレイル頻度は，地域在
住高齢者のフレイル頻度を大きく上回っている
こと，COPDは他のフレイルと関連する疾患と
比べても合併頻度の高い疾患であることから，
健康寿命の延伸のために，要介護や死亡リスク
の高いフレイル対策において COPDに留意す
ることが重要であると指摘できよう。
　さらに，2022年 4月 1日，日本医学会連合
は，「フレイル・ロコモ克服のための医学会宣
言」を公表した13）。本宣言では，日本医学会連
合加盟学会（57学会），日本医学会連合非加盟
団体（23団体）が参画し，「フレイルとロコモ
ティブシンドローム（ロコモ）は，人生 100年
時代における健康寿命延伸のための健康増進と
医療対策のために克服すべき状態」と宣言して
いる。その中で，フレイル・ロコモのリスク因
子としてあげられている 4つの内臓疾患の中に
COPDがあげられている14）。
 3 　未受診・未診断のため治療を受けていない

COPD患者の存在
　40歳以上の COPD有病率は 8.6％とされてお
り15），COPDの推定患者数は，調査が施行され
た2000年当時の日本人口に換算すれば500万人
を超えている。しかし，2017年の厚生労働省の
統計では，治療を受けている COPD総患者数は
約 22万人であり16），大多数の患者が未受診・未
診断のため治療を受けていないと推察される。
　COPDは，タバコ煙を主とする有害物質を長
期に吸入することなどにより生ずる肺疾患であ
り，末梢気道病変と肺気腫病変が複合的に関与
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して呼吸機能検査で気流閉塞を示すことが特徴
である17）。COPDはゆっくりと進行する肺の生
活習慣病で，初期には自覚症状に乏しいことも
あり，未受診・未診断の COPD患者が多い原因
と考えられる。
　受診率の低さは，一般市民の COPD認知度の
低さが原因の一つと考えられる。一般市民 1万
人を対象とした COPD認知度把握調査による
と，認知度はこの 10年間，25.0～30.5％と低い
まま推移している18）。2013年に発表された「健
康日本 21（第二次）」では，10年間で COPD認
知度を 80％に引き上げることが目標の一つと
して掲げられているが19），現状，その効果が現
れているとは言いがたい。一方，有病率から考
えて，健康診断の受診者や，他疾患で医療機関
を受診している患者の中に，COPD潜在患者が
相当数含まれている可能性が高いが，COPDと
して適切に診断されていない現状がある。実
際，日本の医療機関14施設で包括的な健康診断
を受けた 40歳以上の 22,293例を対象とした横
断観察研究では，COPDを示す気流閉塞が喫煙
歴のある集団の 6.1％に認められたが，その中
で以前に COPDと診断されたのはわずか 9.4％
であった20）。また，循環器疾患外来を定期受診
している患者を対象とした，日本の17施設から
なる多施設共同研究の報告によると，喫煙歴の
ある 40歳以上の患者 995例のうち，気流閉塞患
者が 27％存在し，このうち 87.7％が以前に

COPDと診断されていなかった21）。さらに，潜
在的な COPD患者が受診している可能性の高
いプライマリケア医において確定診断に必要な
検査であるスパイロメトリーを保有あるいは活
用していないことが知られており，診断率が向
上しない一因となっている。

Ⅱ　健康寿命の延伸に向けた COPDの診断と 
治療・管理の意義

　加齢に伴う筋力や運動機能の低下は不可避で
はあるが22），COPDはこれらを加速させ23,24），
日常生活での身体活動性の低下を引き起こし得
る。身体活動性の低下はさらなる運動機能の低
下につながり，これがフレイルへの移行を加速
し，ひいては要介護と死亡リスクを増大させる
と考えられる（図 1）。
　COPDを未治療・治療不十分なまま放置した
場合にたどる典型的な自然経過をあげてみた
い。初期には，普段の生活で息切れを自覚する
ことは少ないが，息切れの自覚に先行して身体
活動性が低下していることも指摘されている。
加齢により病態は進行し，徐々に早歩きや坂
道，階段などで息切れを感じるようになり，し
だいにその頻度・強度が増していく。さらに進
行すると，平坦な道を歩くときや日常生活活動
でも支障をきたすほどの息切れを感じるように
なり，QOLは低下していく。息切れの悪化とと
もに，身体活動性の低下も顕著となっていく。

図 1　COPDの将来リスク（筆者作成）
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個人差はあるが，息切れを感じないようにエレ
ベーターを使用するなど，負荷が小さく楽な手
段を選択することに始まり，息切れが頻繁にな
ると外出自体も避けるようになる。さらに，屋
内でも必要以上に動かなくなる場合もあり，そ
れによって筋力の低下が加速する。一度低下し
た筋力の回復には，大きな努力と強い意志を要
するため，特に高齢者では克服が難しい場合が
多い。したがって，筋力低下を回避するために
早期から身体活動性を維持することは重要な課
題となる。さらに，COPD患者の半数以上は複
数の併存症・合併症を伴い25），それらの存在は

身体活動性の低下と関連することが知られてい
る26）（図 2）。
　これらを背景に，「COPD診断と治療のため
のガイドライン 2022（第 6版）」17）では，COPD
の管理目標で身体活動性の向上・維持を強調し
ている（表 1）。さらに，高齢化が進むわが国の
医療において，COPD患者も健康状態の向上と
健康寿命の延長が重要となること，また昨今の
治療管理方法の進歩により，これらの目標達成
が期待できることから，将来リスクの低減の管
理目標の中に健康寿命の延長が明記された。
COPDを早期に診断し，併存症・合併症を含め
た適切な治療・管理は，症状および QOLや身
体活動性の向上と維持に加え，増悪を予防し，
疾患進行の抑制および健康寿命の延伸，ひいて
は死亡率低減にもつながると期待される。

Ⅲ　一般市民に対する COPDの受診勧奨の 
重要性と取組みの事例と期待

　従来，種々の COPD啓発活動が実施されてい
るが18,27），前述のように COPDの認知度は低い
ため，未受診者が多いと推測される。この状況
を改善するには，一般市民に対する社会全体の

表 1　COPDの管理目標

Ⅰ．現状の改善＊

　①症状および QOLの改善
　②運動耐容能と身体活動性の向上および維持
Ⅱ．将来リスクの低減＊

　①増悪の予防
　②疾患進行の抑制および健康寿命の延長

＊： 現状および将来リスクに影響を及ぼす全身併
存症および肺合併症の診断・評価・治療と発
症の抑制も並行する。

（文献 17より許諾を得て転載）

図 2　COPDの自然歴（筆者作成）
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取組みとして，COPDの疾患知識の普及はもち
ろんのこと，COPDの疑いがある場合には早期
診断と適切な治療・管理につなげるための受診
勧奨が重要であり，その中で自治体は一つの大
きな役割を果たすことが期待される。ここで自
治体による疾患啓発・受診勧奨のフロー案（図
3）と事例28）をあげた。喫煙習慣がある 40歳以
上の COPD発症ハイリスク者を特定し，疾患啓
発・受診勧奨ハガキを送付した取組みでは，受
診の意志向上や行動変容につながったことが示
されている29～32）。また，地域の健康フェスティ
バルにて住民を対象とした COPDの可能性の
スクリーニングや疾患啓発は，COPD認知向
上・早期発見に寄与した結果が得られている33）。
　今後，より簡単に，継続可能な方法で，
COPD受診勧奨を実施していくためには，広く
一般市民を対象に質問票を用いてスクリーニン
グすることが有用であると考えられる。日本呼
吸器学会では，COPDスクリーニング質問票で
ある COPD‒PS18）や COPD‒Q34）の有用性に言及
している17）。いずれも設問 5問で簡単に自己採
点できるセルフスクリーニングツールであり，
COPD疑いとされている 4点以上の回答者に医

療機関への受診勧奨を行うことが期待される。
　なお，受診勧奨時に，受診先としての各自治
体の医療機関リストを提供することは受診への
行動変容に寄与すると考えられる。日本呼吸器
学会の専門医リストが掲載されているWebサ
イト35,36）も公開されているため，参考にされた
い。

Ⅳ　COPD診断と治療・管理向上に向けた 
プライマリケア医の役割

　COPDの未診断・未治療による健康寿命の短
縮や死亡リスクの増加を防ぐために，プライマ
リケア医は，健康診断受診者や他疾患で医療機
関に受診している患者の中に潜在する未診断
COPD患者を早期に診断し，適切な治療・管理
を実施していく役割が求められる。前述したよ
うに，初期において症状が乏しいことも多く，
COPDをいかに疑うかが重要である。喫煙歴が
あり，40歳以上で特に年齢が上がるほど COPD
の有病率は高い15,20,21）。また，咳・痰・喘鳴・
労作時の息切れや上気道感染時の呼吸器症状が
遷延する，あるいは，反復される場合には
COPDを疑い17）（表 2），スパイロメトリーを実

図 3　疾患啓発・受診勧奨のフロー案（筆者作成）
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施することが望ましい。スパイロメトリーで気
管支拡張薬吸入後の閉塞性換気障害（1秒率
70％未満）があり，喘息や心不全などの他疾患
が除外できれば，COPDと診断できる。その際
に胸部 CT検査へのアクセスが可能であれば，
撮影を行い肺野の気腫性病変を確認することも
診断の補助となる。気管支拡張剤吸入後のスパ

イロメトリーが困難である場合も実臨床の場で
は多く，吸入前の呼吸機能検査値を使用するこ
とは許容されると考える。診断後には禁煙指導
を含めた治療をガイドラインに従って開始して
いただきたい。しかしながら，診断・治療方針
が決まらない，初期治療が奏効しないなどの場
合には呼吸器内科専門医へ相談することをお勧
めする。
　一方，スパイロメトリーを保有・活用してい
ない場合には，確定診断を目的として呼吸器内
科専門医へ紹介することなどにより，スパイロ
メトリーで閉塞性換気障害（1秒率 70％未満）
が生じていることを確認する必要があるが，
2021年，日本呼吸器学会から提唱された
COPD‒PSなどの COPDスクリーニング質問票
を活用したフローチャートである「COVID‒19
流行期日常診療における COPDの作業診断と
管理手順」も役立つであろう（図 4）37）。日常診
療から，COPDの疑いのある患者を拾い上げ

表 2　 COPDを疑う特徴…疑うことが大切

 a ．喫煙歴あり（特に 40歳以上）
 b ．咳（特に湿性），痰，喘鳴
 c ．労作時（階段や坂道の登りなど）の息切れ
 d ． 風邪（上気道）症状時の b，または c，（風邪で顕
在化することあり）

 e ． 風邪（上気道）症状を繰り返す，または回復に時
間がかかる

 f ．下記疾患（COPDに多い併存症）患者
心血管系疾患，高血圧症，糖尿病，脂質異常症，
骨粗鬆症，など

（文献 17より許諾を得て転載）

図 4　COVID‒19流行期日常診療における COPDの作業診断と管理手順
日本呼吸器学会はCOVID‒19流行下でスパイロメトリーが困難な場合を想定したCOPDの作業診断お
よび管理手順を示している37）。本手順はスパイロメトリーが困難な医療機関での COPD診療にも応用
できる。（文献 37より許諾を得て転載）
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て，作業診断（仮診断）し，症状の強度に応じ
て初期治療を開始し，その後の経過観察にて初
期治療の効果から治療継続の妥当性を判断する
流れとなっている。プライマリケア医によるス
パイロメトリー実施の普及が望まれるが，スパ
イロメトリーが困難な場合には，COVID‒19流
行等にかかわらず，本作業診断と管理手順を積
極的に活用することが可能である17）。

ま　と　め

　日本社会の高齢化を背景とする諸問題への対
策として，疾病予防・管理とともに健康寿命の
延伸を図る必要がある。そのためには，要介護
状態に至る前段階であるフレイルへの移行をで
きる限り予防することが健康寿命の延伸を目指
すうえで肝要である。
　COPDはフレイルの合併リスクが高い慢性疾
患の一つであり，一般人口における有病率も高
い。わが国の健康寿命の延伸・死亡リスク軽減
のためには，COPDの早期診断と適切な治療・
管理も極めて重要であると考える。しかし，
COPDは自覚症状に乏しく，また一般市民の
COPD認知度が低いため，多くの潜在患者が医
療機関に未受診のままである。さらに受診した
場合においても診断されず適切な治療を受けて
いない例が多いと考えられる。受診率・診断率
向上のためには，一般市民における COPD認知
度および治療の必要性の理解度向上とプライマ
リケア医による積極的な診断向上が不可欠であ
る。
　今後，社会全体の取組みとして，自治体を中
心として COPDの認知度向上と疾患・治療に対
する理解を浸透させ，特に中・高年者で喫煙経
験のある COPD発症リスクの高い一般市民に
対し，COPDのスクリーニング質問票を活用す
るなど，より簡単に，かつ継続可能な方法を用
いて行動変容を促す積極的な受診勧奨事業が展
開されることを期待したい。また，COPDが疑
われる患者が受診した際には，確実に診断さ
れ，適切な治療介入が実施されるよう，自治体
と医療機関がこれまで以上に連携を強化するこ

とが望まれる。
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　　In the current situation in which population aging is accelerating and there is a gap 
between biological life‒expectancy and healthy life‒expectancy, it is essential to prevent 
frailty, a pre‒stage of disability, in order to prolong healthy life‒expectancy. The transi-
tion to frailty is accelerating with underlying age‒related diseases, one of which, chronic 
obstructive pulmonary disease（COPD）is a particularly strong risk factor. COPD is a 
lifestyle‒related disease that predominantly affects middle‒aged and older people due to 
long‒term smoking habit. Shortness of breath during exertion, the main symptom, 
reduces the individual’s capacity for performing physical activities, causing frailty, and 
ultimately incapacitation requiring nursing care. Therefore, appropriate diagnosis and 
management of COPD is required to prevent the onset of frailty and to extend the 
healthy life‒expectancy.
　　However, because there is a large discrepancy between the estimated prevalence of 
COPD and the total number of reported patients, it is believed that there is a consider-
able number of patients with undiagnosed COPD. One reason for this is that the general 
public’s awareness of COPD remains poor and thus many potential patients do not visit 
their doctor, and some patients who do visit their doctor may not be diagnosed with nor 
prescribed appropriate treatment for COPD.
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　　In the future, we hope that local governments will implement social initiatives 
designed to actively and continuously encourage the general public to undergo regular 
consultations, especially those at greatest risk of developing COPD, and to raise aware-
ness and improve understanding of this disease. It is also hoped that the cooperation 
between local governments and medical institutions will be further strengthened, sup-
porting primary care physicians to diagnose and treat COPD.

＜2022年 6月 30日　受稿＞
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